
（４）準職員取扱要領（例示）

社会福祉法人○○会○○園準職員取扱要領（例示）

第１章　総　　則
（目　的）

第１条　この要領は，社会福祉法人○○会（以下「本法人」という。）が経営する社会福祉施設○
○園（以下「施設」という。）で定める就業規則（以下「規則」という。）第○条第○項及び給
与規程（以下「規程」という。）第○条第○項に規定する準職員の勤務条件及び待遇について，　　　

必要な事項を定めることを目的とする。

２　この要領に定めない事項については，労働基準法その他関係法令の定めるところによる。
	【参　考】

準職員には，１年以内の期間を定め雇用契約する職員で，常勤職員より短時間勤務となるパートタイマーや非常勤職員と，産休，病休，育休等の代替職員があります。


第２章　人　　事
（採　用）

第２条　準職員の採用は，規則第○条及び第○条の規定に準じて行う。

２　採用辞令は，雇用通知書（様式第１号）の交付をもって行う。
	【参　考】

準職員には，月給制準職員，日給制準職員，時間制賃金準職員の種類があります。


（雇用期間）

第３条　準職員の雇用期間は１年以内とし，個別に理事長が決定する。

２　法人が必要と認めるときは，雇用期間満了後引き続き再雇用することができる。

３　再雇用は，前条第２項の雇用通知書の交付をもって行う。
（退職及び解雇）

第４条　準職員は，雇用期間の満了日をもって退職する。

２　準職員は，雇用期間の満了日において退職しようとするときは，規則第○条に定める手続を経
るものとする。

３　雇用期間満了前における準職員の解雇は，規則第○条の規定を準用する。

４　前項の解雇の手続は，規則第○8条の定めるところによる。

第３章　服　　務
（服　務）

第５条　準職員の服務は，規則第○章各条に定めるところによる。

第４章　勤　　務
（勤務時間）

第６条　準職員の勤務時間，始業時間及び休憩時間については，規則第○4条及び第○条の範囲内で採用時に理事長が決定する。

（休　日）

第７条　準職員の休日については，規則第○条の規定を準用する。

（時間外勤務及び休日勤務）

第８条 業務上必要がある場合は，準職員に所定の勤務時間外又は休日に勤務を命ずることができ

る。

（出　張）

第９条　業務上必要がある場合は，準職員に出張を命ずることができる。

２　出張の取扱いは，規則第○条第○項及び第○項の規定を準用する。

（年次有給休暇）

第10条　６か月以上継続して勤務し，所定労働日数の８割以上出勤した準職員に対しては，次の表のとおり勤務年数に応じた日数の年次有給休暇を与える。
	週所定
労働
日数

	1年間の所定労
動日数

	　　　　　　勤　　　続　　　期　　　間

	
	
	6か月

	1年
6か月

	2年
6か月
	3年
6か月
	4年
6か月
	5年
6か月
	6年
6か月
以上

	4日
	169日～216日
	7日
	8日
	9日
	10日
	12日
	13日
	15日

	3日
	121日～168日
	5日
	6日
	6日
	8日
	9日
	10日
	11日

	2日
	73日～120日
	3日
	4日
	4日
	5日
	6日
	6日
	7日

	1日
	48日～ 72日
	1日
	2日
	2日
	2日
	3日
	3日
	3日


２　休暇の請求手続は，規則第○条第○項の規定による。

３　前項の規定にかかわらず，労働者代表との書面による協定により，各労働者の有する年次有給休暇日数のうち５日を超える部分について，あらかじめ時季を指定して取得させることがある。　
４　第1項の年次有給休暇が１０日以上与えられた労働者に対しては，第２項の規定にかかわらず，付与日から1年以内に，当該労働者の有する年次有給休暇日数のうち５日について，会社が労働者の意見を聴取し，その意見を尊重した上で，あらかじめ時季を指定し取得させる。ただし，労働者が第２項又は第３項の規定による年次有給休暇を取得した場合においては，当該取得した日数分を５日から控除するものとする。
	【参　考】

１　準職員とは，週所定労働時間３０時間未満であり，かつ，週所定労働日数が４日以下（週以外の期間によって所定労働日数を定める労働者については年間所定労働日数が２１６日以下）の労働者です。
２　本条第３項に定める年次有給休暇の計画的付与制度とは，労働者代表との間で労使協定を結んだ場合，最低５日間は労働者が自由に取得できる日数として残し，５日を超える部分について，協定で年次有給休暇を与える時季を定めて労働者に計画的に取得させるものです。（労基法第39条第6項）


（無給休暇等）

第11条　準職員が，次の各号の一に該当するときは，本人の請求により（産後８週間の休暇を除く。）休暇を与える。ただし，この間の給与は支給しない。

（１）女子準職員の出産の場合は，出産予定日前６週間（多胎妊娠の場合は14週間）及び産後８週　　　　　

　　間

（２）女子準職員が生後１年に達しない乳児を育てる場合は，１日につき１時間（30分単位での分

割も可）

（３）女子準職員が生理日の勤務が著しく困難である場合は，必要と認める時間又は日数

第5章　給　　与

（賃金の種類）

第12条　準職員の賃金の種類は，次のとおりとする。

（１）月給制準職員

①　月額賃金

②　通勤手当，時間外・休日勤務手当及び深夜勤務手当

（２）日給制準職員

　　①　日額賃金

　　②　通勤手当，時間外・休日勤務手当及び深夜勤務手当

（３）時間給準職員

　　①　時間給賃金
	【参　考】

　　賞与は，施設の事業活動状況等によりその都度定める。


（賃金の計算方法及び支給）

第13条　賃金の計算期間は，月の初日から当月末日とし，翌月○○日に支給する。

２　賃金種類ごとの結果生じた１円未満の端数はすべて切り捨てる。

３　賃金の支払方法は，規程第○条第○項及び第○項の規定を準用する。

（賃金の減額）

第14条　月給制，日給制準職員が，遅刻，早退，欠勤等により勤務しなかったときは，別に定めの

ある場合を除き，その勤務しない日及び時間に対する賃金は支給しない。

２　賃金の減額計算は，規程第○条第○項及び第○項の規定を準用する。

（賃金の決定）

第15条　月額賃金は，規程第○条に定める職種別職制別本俸表により，規程第○条の規定を準用し

て各人ごとに理事長が決定する。

２　日額賃金及び時間給賃金は，前項及び規程第○条を準用して各人ごとに理事長が決定する。

（通勤手当）

第16条　通勤手当は，規程第○条の規定を準用し次の算式で得た額を支給する。

　　　　　　　　　　　当該月の準職員の出勤日数

　　　　通勤手当×　　　　　　　　　　　　　　　　＝支給額

　　　　　　　　　　当該月の職員の所定労働日数

（時間外勤務及び休日勤務手当）

第17条　準職員が第８条に規定する勤務を行ったときの時間外勤務・休日勤務手当は，規程第○条

の規定を準用して支給する。

（深夜勤務手当）

第18条　準職員が，正規の勤務時間として深夜勤務（午後10時から午前５時までの間）に勤務し

たときの深夜勤務手当は，規程第○条の規定を準用して支給する。

（退職金）

第19条　準職員が退職した場合，退職金は支給しない。ただし，法人が必要と認め，かつ，独立行

政法人福祉・医療機構及び茨城県社会福祉協議会が退職手当制度の被共済職員として加入を認め

た場合は，規程第○章各条の規定を準用して支給する。

第６章　安全及び衛生

（安全及び衛生）

第20条　準職員の安全保持，災害時の措置，衛生管理，健康診断及び就業禁止については規則第○

章各条の規定を準用する。

第７章　災害補償

（災害補償）

第21条　準職員の災害補償については，規則第○条の規定を準用する。

第８章　表彰及び制裁

（表彰及び制裁）

第22条　準職員の表彰及び制裁は，規則第○章各条の規定を準用する。

第９章　雑　　則

（社会保険）

第23条　準職員については，関係法令の定めるところにより，該当する社会保険に加入させるもの

とする。

（改正）

第24条　この要領の改正は，理事会の同意を得て理事長が行う。

　　　付　　則

この要領は，平成　　　年　　　月　　　日から施行する。

	【留意事項】

（無期労働契約への転換について）

　　労働契約法第１８条の規定により，有期労働契約が通算で５年（平成２５年４月１日以後に

開始した契約から通算）を超えて反復更新された場合は，労働者の申込みにより無期労働契約

に転換します。

　　反復更新し雇用する準職員がいる場合には，期間の定めのない雇用への転換にかかる取扱い

について，準職員取扱要領，就業規則，給与規程等関係規程に規定しておく必要があります。

所轄の労働基準監督署等に相談するなどして，法の趣旨に沿ったものとなるようにしてくださ

い。


　　　

	この規則は，参考例として示しているものですので，法人において，実際に規則を作成（変更）するに当たっては，所轄の労働基準監督署に相談のうえ十分な検討を加え，実態に合ったものとなるようにしてください。
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